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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．第62期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しています。 

４．第62期第２四半期連結累計期間及び第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。 

５．第63期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、又潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第２四半期 
連結累計期間

第63期
第２四半期 
連結累計期間

第62期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 3,656,727 3,148,853 7,076,174

経常利益又は経常損失(△) (千円) 164,862 △121,791 268,153

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△)

(千円) 100,091 △181,401 135,302

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △21,235 △282,500 61,830

純資産額 (千円) 7,507,398 7,252,647 7,586,982

総資産額 (千円) 10,080,841 9,707,803 10,275,762

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) 3.88 △7.05 5.25

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.4 74.7 73.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 225,947 △142,118 522,906

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △30,850 △122,125 △80,893

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △39,003 △103,110 △92,955

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 928,217 748,445 1,121,108

回次
第62期

第２四半期 
連結会計期間

第63期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日 
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 3.28 △2.75

２ 【事業の内容】



当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在していません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。 

当第２四半期連結累計期間のエレクトロニクス業界の状況は、平成23年３月に発生した東日本大震災の影響に伴

う生産活動の低下、電力不足の問題及び円高の急速な進行により、前年同期に比べて需要が大幅に減少し深刻な状

況となりました。特に、当社グループが関連する市場では、カーエレクトロニクス分野向けの需要が大きく落ち込

みました。 

このような環境のもと、当社グループは、『革新への限りなきチャレンジ』をスローガンとして策定した３カ年

の中期経営計画の初年度として、常に革新を志向し「考動」することにより、持続的な事業成長を目指して取り組

んでまいりました。具体的には、震災後のお客様への製品の安定供給に努め、また、収率改善等のコストダウンを

始めとする売上高に対応したコスト体系の維持を推進すること等により、中期経営計画の基本方針の一つである、

市場に受入れられる「品質・性能・価格・納期」の実現に一層努力しました。 

しかしながら、震災の影響によるカーエレクトロニクス分野全般の需要の低迷及び円高の急速な進行による海外

向け売上の大幅な落ち込みを補うことが困難となり、当社グループの売上高は、31億４千８百万円（前年同四半期

比13.9％減）となりました。当社グループの損益につきましては、売上高の減少、対米ドル為替レートの急速な円

高の進行及びタンタル材料の一層の高騰により、営業損失１億２千９百万円（前年同四半期比２億８千９百万円悪

化）、経常損失１億２千１百万円（前年同四半期比２億８千６百万円悪化）となりました。また、株価の下落に伴

う投資有価証券評価損の発生により、四半期純損失は１億８千１百万円（前年同四半期比２億８千１百万円悪化）

となりました。 
  

セグメントの業績は次のとおりです。 
  

売上高は、カーエレクトロニクス分野や情報通信インフラ分野、海外向携帯電話の販売が減少した結果、24億

９千３百万円（前年同四半期比13.7％減）となり、セグメント利益は４千９百万円（前年同四半期比79.0％減）

となりました。 

売上高は、主にホームエレクトロニクス分野向けの販売が減少した結果、４億８千２百万円（前年同四半期比

15.3％減）となり、セグメント利益は７千４百万円（前年同四半期比51.2％減）となりました。 

主として、フィルムコンデンサの売上高が、主にアミューズメント分野向けの販売が減少した結果、１億７千

３百万円（前年同四半期比12.2％減）となり、セグメント損失は５百万円（前年同四半期比２千５百万円悪化）

となりました。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

①タンタルコンデンサ事業

②回路保護素子事業

③その他



  

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ３億７千２百万円減少し、７億

４千８百万円となりました。 

税金等調整前四半期純損失を計上したこと、仕入債務が減少に転じたこと等によりマイナス１億４千２百万円

（前年同四半期比３億６千８百万円減）となりました。 

有形固定資産の取得による支出が増加したこと等によりマイナス１億２千２百万円（前年同四半期比９千１百

万円減）となりました。 

短期借入金が減少したこと等によりマイナス１億３百万円（前年同四半期比６千４百万円減）となりました。

  

タンタルコンデンサ事業におきましては、下面電極構造タイプの導電性高分子タンタルコンデンサのラインアッ

プの拡充を行い、回路保護素子事業におきましては、高電流・高電圧に対応するヒューズの開発を行いました。当

第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億１千４百万円です。 

  

当社グループの直面する事業環境につきましては、東日本大震災以降も続く円高基調、電力供給等の不足による

生産活動への制約、タンタル材料価格の高止まりなど、当社グループを取り巻く経営環境はこれからも厳しさを増

すものと予想されます。 

当社グループといたしましては、コストダウンを推進して引き続き現状の売上高に対応したコスト体系を維持す

る一方、顧客毎にきめ細かい対応を実施し品質・価格・納期・環境対応等の製品に対する満足度の向上実現に一層

努力します。 

また、開発戦略目標としましては、下面電極構造タイプのタンタルコンデンサのラインアップの拡充及び高電

流・高電圧に対応するヒューズの開発を実施し市場投入を図ります。営業戦略目標としましては、カーエレクトロ

ニクス分野向けの販売回復に注力するとともに、下面電極構造タイプの導電性高分子タンタルコンデンサの需要増

加に対応し、営業力の強化を図ります。生産戦略目標としましては、収率向上等の継続的なコストダウンを実施し

原材料価格上昇への対応を図ります。 

  

当社グループは、平成23年３月期に黒字転換し、経営環境の変化に即した柔軟な会社運営を行うことを基本とし

て、平成23年４月１日を起点とする３年間の中期経営計画を策定し、一丸となって遂行中です。 

一定の売上高で営業黒字となるように全社における徹底したコストダウン及び費用管理を継続して実践し、連結

営業黒字体質の確立に努める所存です。 

(2) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

(3) 研究開発活動

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について



  

 
  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,383,013

計 78,383,013

② 【発行済株式】

種類

第２四半期会計期間 

末現在発行数(株) 

(平成23年９月30日)

提出日現在 

発行数(株) 

(平成23年11月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 26,220,000 26,220,000
大阪証券取引所 

(市場第二部)
単元株式数は1,000株です。

計 26,220,000 26,220,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式 

総数増減数 

(株)

発行済株式 

総数残高 

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高 

(千円)

資本準備金 

増減額 

(千円)

資本準備金 

残高 

(千円)

平成23年９月30日 ― 26,220,000 ― 2,219,588 ― 3,341,270



  

平成23年９月30日現在 

 
(注) １  上記のほか当社所有の自己株式479千株(1.83％)があります。 

２  松尾電機投資会は当社の取引先企業で構成されている持株会です。 

  

平成23年９月30日現在 

 
（注）１  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)

含まれています。 

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式938株が含まれています 

  

  
平成23年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 1,893 7.22

松尾電機投資会 大阪府豊中市千成町３丁目５番３号 1,637 6.25

松  尾  浩  和 神奈川県横浜市戸塚区 1,376 5.25

片  山  千  恵  子 神奈川県横浜市保土ヶ谷区 1,305 4.98

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,160 4.43

松尾電機従業員持株会 大阪府豊中市千成町３丁目５番３号 1,008 3.84

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 706 2.69

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 400 1.53

東京海上日動あんしんコンサル
ティング株式会社

東京都中央区築地５丁目６番10号 325 1.24

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５番１号 320 1.22

計 ― 10,132 38.65

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 479,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,509,000
25,509 ―

単元未満株式  
普通株式 232,000 ― ―

発行済株式総数 26,220,000 ― ―

総株主の議決権 ― 25,509 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
松尾電機株式会社

大阪府豊中市千成町
３丁目５番３号

479,000 ― 479,000 1.83

計 ― 479,000 ― 479,000 1.83

２ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けています。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について



１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,218,044 1,825,685

受取手形及び売掛金 2,316,041 2,286,592

有価証券 93,164 87,760

製品 794,485 783,257

仕掛品 484,809 488,665

原材料及び貯蔵品 431,678 430,814

その他 18,980 28,772

貸倒引当金 △4,577 △2,288

流動資産合計 6,352,626 5,929,261

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具 15,561,580 15,609,659

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,175,129 △14,252,968

機械装置及び運搬具（純額） 1,386,450 1,356,691

その他 6,710,350 6,739,631

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,199,350 △5,206,274

その他（純額） 1,511,000 1,533,357

有形固定資産合計 2,897,451 2,890,048

無形固定資産 29,593 29,523

投資その他の資産

投資有価証券 976,932 838,994

その他 19,158 22,240

貸倒引当金 △0 △2,264

投資その他の資産合計 996,091 858,970

固定資産合計 3,923,136 3,778,542

資産合計 10,275,762 9,707,803



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 963,096 817,822

短期借入金 550,000 500,000

未払法人税等 29,977 23,613

設備関係支払手形 99,964 26,627

その他 357,137 338,138

流動負債合計 2,000,175 1,706,202

固定負債

繰延税金負債 132,779 132,779

退職給付引当金 492,229 513,252

環境対策引当金 9,322 9,322

資産除去債務 6,696 6,758

その他 47,577 86,842

固定負債合計 688,604 748,953

負債合計 2,688,780 2,455,156

純資産の部

株主資本

資本金 2,219,588 2,219,588

資本剰余金 3,341,270 3,341,270

利益剰余金 2,201,799 1,968,912

自己株式 △83,531 △83,879

株主資本合計 7,679,127 7,445,891

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △91,981 △193,104

繰延ヘッジ損益 △163 △140

その他の包括利益累計額合計 △92,145 △193,244

純資産合計 7,586,982 7,252,647

負債純資産合計 10,275,762 9,707,803



(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

売上高 3,656,727 3,148,853

売上原価 ※ 2,796,531 ※ 2,571,156

売上総利益 860,196 577,696

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 271,125 264,609

退職給付費用 22,203 20,732

貸倒引当金繰入額 64 －

その他 406,911 422,319

販売費及び一般管理費合計 700,305 707,660

営業利益又は営業損失（△） 159,890 △129,963

営業外収益

受取利息 948 455

受取配当金 11,672 12,638

株式割当益 12,740 －

その他 2,504 5,312

営業外収益合計 27,865 18,405

営業外費用

支払利息 4,399 3,801

たな卸資産廃棄損 5,152 －

為替差損 11,135 6,021

その他 2,206 410

営業外費用合計 22,894 10,233

経常利益又は経常損失（△） 164,862 △121,791

特別利益

投資有価証券売却益 1,724 －

特別利益合計 1,724 －

特別損失

固定資産除却損 2,248 1,832

投資有価証券評価損 54,403 42,312

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,350 －

特別損失合計 61,001 44,144

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

105,584 △165,935

法人税、住民税及び事業税 5,492 15,465

法人税等調整額 － －

法人税等合計 5,492 15,465

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調
整前四半期純損失（△）

100,091 △181,401

四半期純利益又は四半期純損失（△） 100,091 △181,401



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調
整前四半期純損失（△）

100,091 △181,401

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △121,359 △101,123

繰延ヘッジ損益 32 23

その他の包括利益合計 △121,327 △101,099

四半期包括利益 △21,235 △282,500

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △21,235 △282,500

少数株主に係る四半期包括利益 － －



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

105,584 △165,935

減価償却費 114,793 109,192

有形固定資産除却損 2,248 1,832

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,350 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,537 21,022

未払賞与の増減額（△は減少） 2,758 △4,402

貸倒引当金の増減額（△は減少） 64 △25

受取利息及び受取配当金 △12,620 △13,093

株式割当益 △12,740 －

支払利息 4,399 3,801

為替差損益（△は益） 474 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1,724 －

投資有価証券評価損益（△は益） 54,403 42,312

売上債権の増減額（△は増加） △67,160 29,449

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,948 8,234

仕入債務の増減額（△は減少） 45,748 △145,273

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,984 △644

長期未払金の増減額（△は減少） △8,476 △8,336

その他 12,755 △9,550

小計 227,464 △131,417

利息及び配当金の受取額 12,774 13,229

利息の支払額 △4,390 △3,722

法人税等の支払額 △9,900 △20,207

営業活動によるキャッシュ・フロー 225,947 △142,118

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △500,000 △505,000

定期預金の払戻による収入 400,000 505,000

有価証券の償還による収入 － 25,000

有形固定資産の取得による支出 △45,556 △145,983

長期預金の払戻による収入 100,000 －

投資有価証券の取得による支出 △85 △144

投資有価証券の売却による収入 14,464 －

従業員に対する長期貸付けによる支出 － △1,000

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 370 121

その他 △42 △118

投資活動によるキャッシュ・フロー △30,850 △122,125



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △50,000

リース債務の返済による支出 △267 △1,690

自己株式の取得による支出 △196 △347

自己株式の処分による収入 23 －

配当金の支払額 △38,562 △51,072

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,003 △103,110

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,003 △5,307

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 148,090 △372,662

現金及び現金同等物の期首残高 780,127 1,121,108

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 928,217 ※ 748,445



 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 
  

 
  

  ※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りです。 

  

 
  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しています。

【注記事項】

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

※  売上原価には、たな卸資産の収益性の低下による簿価

切り下げ額2,327千円が含まれています。

※  売上原価には、たな卸資産の収益性の低下による簿価

切り下げ額6,904千円が含まれています。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

現金及び預金 2,024,610千円 1,825,685千円

有価証券 93,804千円 87,760千円

計 2,118,414千円 1,913,445千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,165,000千円 △1,165,000千円

社債 △25,197千円 ―千円

現金及び現金同等物 928,217千円 748,445千円



  

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が前第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 38,662 1.50 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 51,486 2.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金



Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１．当社グループが従来「回路保護部品」と称していた製品群は、電子部品の中の機能的な位置づけを考慮し

て平成23年４月１日より「回路保護素子」と改称したことに伴い、平成23年４月１日より「回路保護部品

事業」は「回路保護素子事業」と改称しています。 

     ２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フィルムコンデンサ事業及びア

ルミコンデンサ事業等を含んでいます。 

     ３．セグメント利益の調整額△250,372千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理、管理部門等の一般管理部門に係る費用です。 

     ４．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１．当社グループが従来「回路保護部品」と称していた製品群は、電子部品の中の機能的な位置づけを考慮し

て平成23年４月１日より「回路保護素子」と改称したことに伴い、平成23年４月１日より「回路保護部品

事業」は「回路保護素子事業」と改称しています。 

     ２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フィルムコンデンサ事業及びアル

ミコンデンサ事業等を含んでいます。 

     ３．セグメント利益又は損失(△)の調整額△249,151千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

す。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理、管理部門等の一般管理部門に係る費用です。 

     ４．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っています。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)２

合計
調整額 
(注)３

四半期連結 
損益及び包括 
利益計算書 
計上額(注)４

タンタル 
コンデンサ事業

回路保護素子 
事業(注)１

計

売上高

  外部顧客への売上高 2,889,570 569,875 3,459,445 197,281 3,656,727 ― 3,656,727

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 2,889,570 569,875 3,459,445 197,281 3,656,727 ― 3,656,727

セグメント利益 237,970 152,296 390,267 19,996 410,263 △250,372 159,890

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)２

合計
調整額 
(注)３

四半期連結 
損益及び包括 
利益計算書 
計上額(注)４

タンタル 
コンデンサ事業

回路保護素子 
事業(注)１

計

売上高

  外部顧客への売上高 2,493,096 482,639 2,975,735 173,117 3,148,853 ― 3,148,853

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 2,493,096 482,639 2,975,735 173,117 3,148,853 ― 3,148,853

セグメント利益 
又は損失(△)

49,889 74,308 124,197 △5,010 119,187 △249,151 △129,963



  

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載していません。 

     ２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、又潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額(△)
3円88銭 △7円05銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) 100,091 △181,401

    普通株式に係る四半期純利益金額 

    又は四半期純損失金額(△)(千円)
100,091 △181,401

    普通株式の期中平均株式数(株) 25,773,625 25,741,312

(重要な後発事象)

２ 【その他】

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成23年11月10日

松尾電機株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松
尾電機株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括
利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松尾電機株式会社及び連結子会社の平成23
年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    柳          承    煥    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    柏    木          忠    印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


